





The Development of the ‘Right to Live in Peace’ and the ‘Right to Peace’ 
in Korea: Focusing on Constitutional Court Decisions and Recent 
Arguments in the United Nations Human Rights Council.
SHIN, Hyun-oh
The concept of the ‘Right to Live in Peace’ is generally understood as the ‘Right to live 
peacefully’ in the Preamble of the Japanese constitution. In recent years, in South Korea, 
there have been discussions on the ‘Right to Live in Peace’ which have given rise to many 
trials. However, the Constitutional Court has not recognised this concept as being 
constitutionally a basic human right. On the other hand, the United Nations considers the 
‘Right to Live in Peace’ as part of the ‘Right to Peace’. Moreover, there is also a global 
movement to recognise the ‘Right to Peace’ as a universal right. By presenting the 
discussions in South Korea and at the United Nations, this paper highlights how South 
Korean society can recognise the ‘Right to Live in Peace’ as a basic human right within the 
constitution.
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これを元に憲法第 10 条及び第 37 条第 1項を根拠に平和的生存権を憲法上保障された基本権と
して、たやすく認めることはできないと言える。したがって、平和的生存権は憲法上保障され































































2007 年 3 月に江汀村を含めた済州島内 8か所を対象に立地妥当性を検討の結果、江汀村を最適
地と選定した。これに対し、当時の江汀村会長 37）は海軍基地誘致意思を発表し、村の人口約














そして、新たに住民投票を施行し、投票に参加した 725 名のうち 680 名が反対意思を示し
































州島が 2004 年 10 月に指定した絶対保全地域 47）であったという。にもかかわらず、済州道知事
は国策事業である海軍基地を建設するという理由で法的手続を無視して江汀村の絶対保全地域




































1978 年の国連総会で「平和的生存のための社会的準備に関する宣言（Declaration on the 
Preparation of Societies for Life in Peace）」52）の決議によって展開された。その主な内容は「す
べての国民とすべての人間は平和の中で生存する固有の権利を有する」であって、この宣言は















を有することを確認する」としていることと、2012 年 2 月の国連人権理事会・諮問委員会で採


















































































































































したのは 1960 年代後半（鄭昌起「憲法上国際平和主義を論述せよ」『考試界』第 11 巻第 6号、国家考




























































































31）以下で分析する二つの決定に関する全文は、『憲法裁判所判例集』第 18 巻第 1集（上）の 298~320 頁（平























40）当時の投票率は 48.8％であった（有権者 1484 名）。
41）シン・ヨンイン [2011:70~71]から直接引用。


































　　A/HRC/RES/8/9 (2008), A/HRC/RES/11/4 (2009), A/HRC/RES/14/3 (2010), A/HRC/RES/17/16 (2011)
56）申鉉哂 [2012:307]の注 77 参照。









63）2012 年 5 月 30 日、国連人権理事会の人権特別報告官たちは韓国政府に対し、海軍基地建設による江
汀村の住民及び平和運動家たちの人権侵害を懸念するという旨の勧告書簡を送付し、60 日以内の答弁
を要求した。ところが、韓国政府はそれに対する答弁書簡を送付していないということが最近になっ
て明らかになった。京郷新聞（경향신문）、2012 年 9 月 13 日












年 4 月）4~10 頁参照。
67）2012.2.2. 平和学者の李大勳とのインタビュー。申鉉哂 [2012:308]から再引用。
68）日本国際法律家協会編『INTERJURIST』No.173、日本国際法律家協会（2012 年 4 月）42~48 頁参照。
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